経済史講義メモ（20040518）

通常の講義を始める前に、

拙稿「ホロコーストの論理と力学―総力戦敗退過程の弁証法―」について若干説明。

　2004年5月12日に納品された『横浜市立大学論叢』第55巻　社会科学系列　第3号－矢吹晋教授　退休記念号－（発行年月日は、2004年3月31日）に収められている。

　シーガルホール１階（食堂に入る手前）に『論叢』配布場所・・・わたしの講義の聴講生は、ここから必ず一冊、上記の号を受け取って置いてください。

　内容は、講義計画では、後期になって話すこと。

　しかし前もって、論叢が出たばかりなので、上記論文の紹介を兼ねて、若干。

　

　わたしの説・・・ホロコーストの決定的転換点・・・１９４１年１２月、日本の真珠湾攻撃に呼応してヒトラーが対米宣戦布告して、文字通りの世界戦争になったことが契機。

　それまでは、戦争は、日本がおこなうアジアの戦争と

　　　　　　　　　　　ドイツがおこなうヨーロッパの戦争とが、別々のもの。

--------------------　

資本主義的生産に先行する諸形態

前2回の話：エッセンス

資本主義的生産とはどのようなものか？　それを大局的本質的に把握するためには、資本主義的生産に先行する諸形態
（とくに人類原始史から封建制までの古い共同体の経済生活）を把握する必要がある。
　歴史上、資本主義社会（資本主義の経済制度、資本主義の生産・流通・消費）の特徴は何か？　

その資本主義世界の中で現代日本、そして、現代世界はいかなる発達段階にあるか？

　歴史上、非常に古い時代から、商品（他人が使用する財・サービスなど）の交換、商品（他人が消費するための財・サービス）の生産、そのある程度発展した段階としての「商品＝貨幣」経済（商業
、それに伴う「金貸し＝高利貸し」はノアの「洪水前期的」といわれるほどふるいとされる）は存在した。

　物々交換、商品の発生は、はじめは、共同体と共同体の間においてであったとされる。（共同体の内部は自給自足的であり、社会的分業はあっても、共同体としての有機的分業であり、個々人の自立と独立を前提とするような商品交換は存在しない）

近代資本主義社会の特徴は、この「商品＝貨幣」経済が経済生活のなかで圧倒的な重みと広がりをもつことにある。（量と質との関係）

歴史上、働く人々が、自分の労働力を一定時間に限って、一定の賃金で売るという経済システムは、いつころからのものか？

現在自明のこと、誰でも知っていることが、歴史上ではそんなに古いことではない。

西洋ではそうした近代資本主義（労働者が自分の労働力を販売するというシステム）は地理上の発見を契機とする大航海時代以降のことである。

日本では？

　その「商品＝貨幣」経済の量的質的拡大は、近代資本主義に特徴的な「二重の意味で自由
」な賃金労働者（サラリーマン、工業・社会の発展とともにブルーカラーからホワイトカラーへ）の生成・普及と関連する。

賃金労働者が社会の圧倒的多数者になっていくこと、これが近代資本主義社会の決定的メルクマールとなる。これは社会構成（職業・就業構成）の変化と結びついている
。

・・・「商品＝貨幣」経済の発展の決定的メルクマールとしての労働力の商品化・・・労働力が商品となる、労働力が売買される。労働力を持つ人間は、他人・法人に労働力を時間単位で売り（売買の期間に応じて、時給、日給、週給、月給、年俸など）、他人・法人のもとで労働する。

　さらに、生産力の発展に伴う巨大企業の発生

→その資本調達としての株式会社形態の普及

→この株式会社形態の浸透により資本所有と経営の分離が進む

・・・「利潤・利益を取得する資本機能を担う人々」（株式所有者・株主集団）と「経営体（現実の機能資本）を組織し運営する経営者」とが分離する。そして、その経営者の分業体制（「管理者」）が形成される
。
　こうした変化発展の基礎にあるのは、機械制大工業、大企業の登場、すなわち人間・労働の生産諸力（科学技術文化的諸能力）の拡大である。

それは、新しい商品（生産財と消費財）の開発・多様化と社会的分業の進化（深化拡大）
、労働の社会化、企業・経営の内部の人間の仕事の有機的社会的組織化・企業経営内分業とその有機的編制である
。

　日本の最近40年間の労働力調査結果(出所：www.stat.go.jp/data/roudou/3.htm)

	　　　　　　　　　　　　　1956 　1966　 1976　1986　 1996  　　40年間
	単位: 万人,

％

	 
	昭和31年
	　41年　
	　51年　
	　61年　
	平成８年
	増減数
平成8－昭和31
	増減倍率
平成8÷昭和31

	　
男
　
女
　
計
　
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	
	15歳以上人口
	6,050
	7,432
	8,540
	9,587
	10,571
	4,521
	1.75

	
	　労働力人口
	4,268
	4,891
	5,378
	6,020
	6,711
	2,443
	1.57

	
	　　就業者
	4,171
	4,827
	5,271
	5,853
	6,486
	2,315
	1.56

	
	　　完全失業者
	98
	65
	108
	167
	225
	127
	2.30

	
	　非労働力人口
	1,776
	2,537
	3,139
	3,513
	3,852
	2,076
	2.17

	
	就
業
者
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	
	
	 

雇用者
自営業主・家族従業者
	1,913
2,258
	2,994
1,831
	3,712
1,551
	4,379
1,458
	5,322
1,147
	3,409
-1,111
	2.78
0.51

	
	
	農林業
製造業
サービス業
	1,437
805
507
	1,006
1,178
682
	601
1,345
876
	450
1,444
1,205
	330
1,445
1,598
	-1,107
640
1,091
	0.23
1.80
3.15

	
	完全失業率
労働力人口比率
	2.3
70.5
	1.3
65.8
	2.0
63.0
	2.8
62.8
	3.4
63.5
	1.1
-7.0
	1.48
0.90


(注)１．昭和３１年、４１年には沖縄県の数値が含まれていない。

２．完全失業率は、　　労働力人口に占める完全失業者の割合＝(完全失業者÷労働力人口)×100

　　３．労働力人口比率は、15歳以上人口に占める労働力人口の割合＝(労働力人口÷15歳以上人口)×100　

--------------------------------------------

世界の資本主義的企業の最先端を行く日本企業の実態について、伊丹敬之『人本主義企業』日経ビジネス人文庫から若干引用しコメントしておこう。
（1） 企業の概念・・・企業はだれのものか？

資本と経営の分離した現代日本（現代世界）の支配的企業のあり方に関して・・・伊丹『人本主義企業』・・・p.44「企業活動というのは、いろいろな人が、いろいろな資格で参加する。大きく分類しても、カネの提供者としての株主や金融機関（資本家）、経営能力の提供者としての経営者、技術や知識やエネルギーの提供者としての労働者という三つの集団が企業を構成している。」

（2）シェアリングの概念・・・誰が何を分担し、どんな分配を受けるか？

　p.45「経済活動としての企業活動にとって本質的に大切な三つのもの・・・一つは企業活動の基本的なインプット。第二に、企業活動のアウトプット。第三に、インプットとアウトプットをつなぐものとしての、企業のなかでおこなわれる意思決定」

　伊丹において特徴的なこと（株主主権に対して従業員主権、資本主義に対して人本主義、自由市場に対して組織市場、アメリカ型に対して日本型を強調する）・・・

「企業の基本的インプットは情報である。・・・企業の中核をきめ、企業の個性のもととなるインプットは、情報とくに技術である」と。・・・まさに「経営者+労働者」（従業員）主権の論理（人本主義の論理）からすれば、カネ（資本）ではなくてヒト＝経営者・労働者（すなわち従業員）の投入する情報・技術こそが基本ということになる。

　p.45-46「こうした情報をベースに、市場から買い入れた資源をもとに製品を作り、あるいはサービスを作りだして、企業はそれを市場で売っていく。売り上げと買い入れた資源の購入総額の差が、企業が生み出す付加価値である。それが、経済活動体としての企業の基本的なアウトプットである。付加価値のないものを作り出しても、経済活動としてのアウトプットにはならない。付加価値が企業のアウトプットである。」と。
「売り上げ」マイナス「買い入れた資源の購入総額」＝付加価値

　

普通に考えれば、「企業のアウトプット」は、売り上げる製品やサービスの総体である。

ところが、付加価値の定義はそうではない。この企業が自分の企業で新しく産み出した価値、この企業が自分の企業活動で新しく付け加えた価値が、付加価値である。

伊丹は、付加価値こそが「企業のアウトプット」だという。正確には、新しく産み出したものというべきであろう。

「買い入れた資源の購入総額」は、すでに支払ったもの（支払うべきもの）であり、自らの企業が独自に新しく付加した価値ではないというわけである。この定義の仕方（付加価値の意味）に注意しておく必要がある。

p.46付加価値を「企業の参加者が分けあう。労働者は給料やボーナスという形で分配を受け、資本の提供者は配当や金利という形で、さらに経営者は彼らへの報酬という形で、政府も、企業活動への積極的参加者ではないが、実は付加価値の分配を税金をとるという形で参加している。アウトプットのシェアリングとは,企業への参加者の間で付加価値がどのようにシェアされているか、のことである。」

付加価値
の配分（分配）

付加価値＝①「労働者の給料ボーナス」　+　②「経営者への報酬」+

③「資本（提供者）に対する配当・金利」　+　④「税金（政府）」

付加価値のうち、①+②＝企業内部の人びと（伊丹の言う従業員）への分配

　　　　　　　　③+④＝外部（株主・金融機関および政府）への支払い（分配）
工業化社会として高度に発展した日本企業（その機械制大規模会社・機械化された近代的会社）を前提にする時、企業内の仕事で精神労働（情報処理）が圧倒的ウエイトを示す
。

p.46「その付加価値をインプットである情報（技術）をベースに生み出すプロセスが、組織内の意思決定のプロセスである。自然に放っておいて、付加価値は生みだされてくるのではない。経営者が戦略をきめ、現場の管理者が日常の業務活動についての意思決定をし、現場の労働者が仕事の具体的なやり方や手順をきめ、そうした多数の意思決定の集積として、付加価値は産まれてくる。個々の意思決定が質の高いものか、そして意思決定の全体が調和のあるものにできあがるか。それによって、付加価値は大きくもなれば、小さくもなる。
」

・・・ここには、働く、会社で仕事をするという言葉が出てこない。しかし、事態は、仕事をする、労働をする、働く、ということである。ただ、労働という言葉から来る古いイメージとしての「汗水たらして」という肉体労働のイメージは、ない。

　すなわち、この伊丹の叙述を貫くものは、対象に働きかけて対象を変える労働の物理的化学的肉体的側面ではなく、労働の精神的意識的諸側面である。

高度に発展した機械制大工業・情報化産業（さらに物の製造に関わる第一次産業・第二次産業ではなく、サービス等の第三次産業の大きなウエイト）の現実は、圧倒的に、対象に働きかける（対象・原料を物理的化学的に変化させる）機械を人間が操作・操縦することから成り立っており、精神的労働のウエイトが高いことを示している。

　現代の企業における精神的能力の必要性が改めて確認できる。

精神的能力を鍛える一つの重要な場が、大学である。

現代社会においては、大学教育が非常に重要となる。・・・現代社会の歴史的位置！
（3） 市場の概念・・・企業同士はどうつながりあうか？

伊丹の定義によれば、p.47「市場を介して売り手と買い手の関係になる企業の間の分業のあり方」「他の企業との協力関係」
・

財務省の付加価値統計は下記の諸項目からなっている。
	人　件　費
 
	支払い利子
賃借料など
	租　税
 
	営業利益
 

	 

	(働くものとその家族の生活の維持、衣食住の費用、しかるべき教育・文化・余暇の費用
[19]、働くものがその社会秩序等を維持するために支払う所得税など国税と地域の共同的公共的生活の維持のために支払う地方税などを含む=具体的な勤労者（国民）の支出動向数値は、総務省統計局の家計調査
[20]を参照)
	企業・会社・法人が先ず取得する。そこから企業・会社・法人が利子、賃借料・地代、国家的公共的諸制度の維持・国家の維持のため税金（法人税など）を支払い、残りが営業利益となる。この営業利益から、株主への配当、役員特別賞与、および資本準備金など資本蓄積・経営拡大)

	
	
	
	
	


付加価値に関する最近の具体的数値は、財務省(旧大蔵省)の下記統計を参照。
（下記は日本全国の法人企業統計：1－10表あるが、下記はその第４表と5表。統計は、日本の全産業の法人企業統計であり、恣意的な統計でも、私的な統計でも、ほんの一部の統計でもない。日本社会全体の大量現象＝その背後にある大量法則を確認できる）
	最新のものは、http://www.mof.go.jp/ssc/H14e.htm#5

	年次別法人企業統計調査（平成１４年）について

	第４表　利益処分の推移

	(単位：億円、％)


	年　度

	区　分


	
	10
	11
	12
	13
	14

	
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比

	当 期 純 利 益
	△5,333
	*
	21,678
	100.0
	84,173
	100.0
	△4,656
	*
	62,230
	100.0

	　役員賞与
	7,693
	*
	6,274
	28.9
	8,064
	9.6
	5,650
	*
	8,967
	14.4

	　配当金
	43,810
	*
	42,206
	194.7
	48,316
	57.4
	44,956
	*
	65,093
	104.6

	　内部留保
	△56,836
	*
	△26,802
	△123.6
	27,793
	33.0
	△55,262
	*
	△11,830
	△19.0


	(注)　当期純利益＝経常利益＋特別利益－特別損失－法人税・住民税

	　第５表　付加価値の構成

	(単位：億円、％)


	年　度

	区　分


	
	10
	11
	12
	13
	14

	
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比

	付　加　価　値
	2,704,127
	100.0
	2,675,469
	100.0
	2,766,294
	100.0
	2,568,917
	100.0
	2,578,691
	100.0

	　　　　　　人件費
	2,033,555
	75.2
	2,019,617
	75.5
	2,025,373
	73.2
	1,928,607
	75.1
	1,899,189
	73.7

	　　支払利息・割引料
	182,101
	6.7
	144,427
	5.4
	135,564
	4.9
	116,524
	4.5
	109,119
	4.2

	　動産・不動産賃借料
	273,979
	10.2
	249,560
	9.3
	256,993
	9.3
	247,182
	9.6
	258,664
	10.0

	　　　租税公課
	143,363
	5.3
	113,593
	4.3
	107,279
	3.9
	97,515
	3.8
	100,415
	3.9

	　　　営業純益
	71,129
	2.6
	148,272
	5.5
	241,085
	8.7
	179,089
	7.0
	211,304
	8.2

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	付加価値率
	19.6
	19.4
	19.3
	19.2
	19.4

	労働生産性(万円)
	712
	694
	702
	695
	712


	（注）１
	．付加価値＝人件費＋支払利息・割引料＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益

	２
	．営業純益＝営業利益－支払利息・割引料

	３
	．付加価値率＝
 付加価値  
×100
売上高

	４
	．労働生産性＝
 付加価値 
従業員数


	


---------------------　

　日本社会は、いまや、近代的大企業システムの発展の世界的な最先端の国・地域のグループに位置している
。

生産技術の面で、また企業経営の組織の面で。

あまりに発展しすぎ、あまりに激しい競争（過当競争）のなかで、過剰生産設備（借金した企業からは不良債務、貸した金融機関からは不良債権）に陥り、長い構造不況（構造的に過剰な生産設備）

・・・新しい商品（親三種の神器ＤＶＤ、プラズマ・テレビetcなど）の開発、新しい生産設備、新しい分野への設備投資、新しい分野での雇用増大が、構造不況脱出の道。

日本のなかで世界の最先端を行くのは全社会的ではなく、世界の最先端を行く部分とそうでない部分とがピラミッド構造となっている。法人企業統計、参照。

世界的貢献はピラミッドの最先端・頂点が多様で生き生きとしていることを必要とするだろう。またそのような多様で生命力ゆたかなピラミッドが維持されるためには、その裾野が堅固に多様性を持って広くならなければならないだろう。その広い裾野に次の時代の新しい商品開発（世界貢献）の可能性が蓄積されていなければならだろう。

しかし、日本社会の裾野は、いろいろ問題を抱えている。

フリーターの若者が非常に増えるなど、日本社会は病理現象をたくさん抱えている
。

日本は、「過労死大国」でもある。（Cf. 過労死大国... 1287 宮本太郎（1989） 「ポスト・フォーディズムの社会と国家」 『経済評論』38（5） 木田融男（1990） 「企業“社会”体制と生活価値」 『変貌する社会と文化』 川人博、高橋祐吉、深谷信夫（1992） 「座談会 ... 
www.geocities.co.jp/CollegeLife/6419/taikoku.htm - 17k - キャッシュ - 関連ページ 」
日本社会は土台が貧弱化している竹の子型ピラミッドではないか？

比喩的にいえば、日本社会では、歯槽膿漏状態の土台の上に立つぐらぐらした虫歯状態のピラミッドが林立しているのではないか？

　一人一人が生き生きと生命力を持ち、それを発揮しているか？

　農村の犠牲、農村の衰弱化を放置した大都市集中構造は、一つの病理現象ではないか？

------------------

資本主義社会（資本主義的生産様式が支配的な社会）では、働く諸個人（勤労者・従業員・職員労働者、現在では経営者・各層の管理職でも）は、自分（の労働）を実現する条件の所有者ではない。

もっとも進んだ先進資本主義国に典型的なのは、法人（株式会社）（機能資本の経営体）が生産手段の所有者である・・・法人資本主義。

資本主義以前の諸社会では、勤労者と生産諸条件の所有（共同体的所有や個人的所有かは別として）が結合していた。

資本主義社会の誕生（資本主義的生産様式の誕生）は、一方における生産手段（資本）の集積であると同時に、他方における勤労者の生産手段からの「解放」であった。

すなわち、資本の歴史的条件は、「自由な労働を、それが実現される客観的条件－労働手段と労働材料－から分離すること
」であった。

「個人を一労働者として裸一貫にするということは、それ自体、歴史の所産である」Die Setzung des Individuums als eines Arbeiters, in dieser Nacktheit, ist selbst historisches Produkt.

土地所有の最初の形態にあっては、さしあたり自然発生的な共同団体が第一の前提として現われる・・・部族（種族的共同社会シュタム・ゲマインシャフト）→遊牧生活・一般に移動→定住

この種族的共同団体（自然発生的共同団体）が、土地の共同体的取得（一時的な）と利用との結果としてではなく、その前提としてあらわれる。

自然発生的な種族共同社会が、客観的諸条件を領有する第一の前提（血統、言語、習慣などの共通性die Gemeischaftlichkeit in Blut, Sprache, Sitten etc.）である
。

「人間は、共同団体、しかも生きている労働によって自己を生産し、また再生産する共同団体の財産である大地と素朴にnaiv関係を持つ。」・・・すべての諸個人は、「所有者または占有者としての共同団体」の手足Gliedとして、その成員memberとしてふるまうにすぎない
。

労働過程による現実の取得die wirkliche Aneignung durch den Prozeß der Arbeitは、それ自身が労働の産物Produkt der Arbeitであるものとしてではなくて、自然的な前提や天与のgöttliche前提とみえるような諸前提のもとで行われる。
所有の第一形態・・・・アジア＝東洋

大多数のアジア的基本形態・・・・「多数の小さな共同体」（＝現実の共同体die wirklichen Gemeinden＝土地の世襲的な占有者nur als erbliche Besitzernにすぎないものとしてあらわれる）とそれらを統括する「総括的統一体zusammenfassende Einheit」（＝上位の所有者、あるいは唯一の所有者としてあらわれるals der höhere Eigentümer oder der einzige Eigentümer）

　　アジア的形態・・・現実の「多数の小さな共同体」の上に立つ「総括的統一体」（専制国家・多くの共同団体の父としての専制君主）・・・この総括的統一体が「現実の所有者der wirkliche Eigentümer」であり、「共同体的所有の現実的な前提die wirkliche Voraussetzung des gemeinschaftlichen Eigentums」・・・そこで、この総括的統一体が、多くの現実の、特殊な共同団体の上に立つ、一つの特殊なものとして現われることができる。
　そこで、多くの小さな現実の共同団体の剰余生産物は、この最高の統一体に帰属する。

　東洋的専制主義der orientalische Despotismusと無所有性の内部において、実際には、基礎として種族的所有ないし共同体的所有が存在する。

小さな共同体は手工業と農業とを結合しており、自給自足的。再生産と剰余生産のいっさいの諸条件をその小さな共同体の中に持っている。・・・自分と家族を養うための労働（時間）＝普遍的に必要な労働（時間）＝必要労働（時間）
その剰余労働部分は、結局は人格として存在する上位の共同社会のものとなる。

　この剰余労働部分は貢納などの形でおこなわれることもあれば、なかば現実の専制君主、なかば観念上の種族本体たる神という統一者への讃仰のためにする共同労働の形でもおこなわれる。

　

　小さな共同体は草木のように相互に独立並存して生き、それぞれの共同体の内部では個人は、彼に割り当てられた分有地Losで彼の家族とともに独立して働く。

　剰余労働部分・・・共同の備蓄、いわば保険のための一定の労働、および共同団体そのものの経費（つまり戦争、祭祀など）に充当するための一定の労働。ここにはじめて、もっとも本源的な意味での首長的財産管理das herrschaftliche dominiumが、たとえばスラヴ人の共同体、ルーマニア人の共同体などに現われる。このなかに賦役などへの移行の基礎がある。あるいは、労働自体の共同化（メキシコ、ペルー、古代ケルト人、若干のインド種族などでの場合）

　種族団体（種族制度Stammwesen）内部の共同性Gemeinschaftlichkei・・・その共同性と統一性が種族的家族の一人の首長Ｈａｕｐｔに代表される場合（専制的タイプ）もあれば、共同性・統一性が、家父長たちの相互関係として現われる場合（民主的タイプ）もある。

　労働による現実的取得wirkliche Aneignung durch Arbeitの共同体的条件、すなわち灌漑（アジアの諸民族の場合にはきわめて重要）や交通手段Kommunikationsmittelなどは、上位の統一体の仕事Werk der höheren Einheit、すなわち小さな諸共同体のうえに浮かぶ専制政府の事業Werk der Werk der über den kleinen Gemeinden schwebenden despotischen Regierungとなって現われる。

　この場合、本来の都市は、上記の村落（自給自足的村落）と並んで、

1 対外貿易に特別有利な地点や、

2 国家の首長Staatshauptやその太守（サトラップ）が彼らの収入Revenu（剰余生産物）を労働と交換し、この収入を労働ファンドとして支出しているところにだけ形成される。

-

� Formen, die der kapitalistischen Prokuktion vorhergehn(Über den Prozeß, der der Bildung des Kapitalitverhältnisses oder der ursprünglichen Akkumulation vorhergeht.)


in : Karl Marx, Grundrisse der Kritik der politischen Ökonomie , S.375-413.（邦訳『資本主義的生産に先行する諸形態―資本関係の形成または本源的蓄積に先行する過程について－』手島正毅訳、大月書店、1959年）・・・以下、『先行する諸形態』と略





� 「売り」と「買い」で儲けるるやり方は、非常に古いものであり、同時に現在でもみられる（リベートをとるやり方）。・・・最近の一例：湾岸戦争後のイラクのフセインのやり方。
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「スカム」：scam と綴り、ペテンとか詐欺、疑惑、場合によっては疑獄。


国連の Oil for Food スカムについて。国際行政における misconduct 不正行為のメカニズム。�　湾岸戦争が１９９１年に終わり、敗戦したサダム・イラクは国際社会の制裁下にお�かれました。軍備を全て解除し、平和な国になったら国際社会へ復帰してよいという�ものであったが、反面、国際社会は国連を通じてイラク支援と戦後処理に乗り出す。�そのひとつがイラクの石油を売って食料医療をイラク国民に供給するという Oil for� Food というプログラム・・・イラクは半年毎に２０億ドル相当の石油を売り、その売り上げを国連が管理してこのプログラムの運営に充当すると言うメカニズム。��　Oil for Foodプログラムは当初の食料援助や医療援助から発展して、水道、教育、�道路建設などイラクの国家再建のインフラづくりへと拡大・・・キナ臭くなってきた２００３年の秋に、安保理決議によって終了。その後、アメリカ政府の監査院が監査・・・このプログラムがじつはサダム氏によって乱用・悪用され、フセイン氏の体制強化につながってしまったという報告が出た（アメリカの報告だから、フセインにすべての罪を押しつけるようになっている可能性があり、その点注意が必要。サダム氏のいんちきの仕組みは�次の２点であるといいます。まず、売買する原油の卸値を低く設定し、ブローカーの�取り分を高くする。そこからキックバックをとるというメカニズムである。また、石�油はトルコ経由で国外へ運ばれるが、途中でパイプから抜きだし、密輸される。これ�は黙認され、量も相当であったらしい。ともかく、こうして怪しげな原油が世界に横�行することになり、実際、闇市場はまったく賑やかであった。�　わたくしが知る限りでもおいしそうな話がいろいろ行ったり来たりしておりました�が、たとえばアラブ首長国連邦のある王子の資産アドバイザーという人物が現れ（こ�の自己紹介からしてすでに胡散臭い）「わたしはサダム政権から月量３５万バレルを�まかされている。買い手を見つけてもらえばキミの取り分はバレルあたり５０セント�だ」みたいな話をもってくる。あなた、なんですね、バレル５０セントと言えば月額�１７万５千ドル、２０００万円ほどでしょう。直接手を出さず誰かに回したって（つ�まりブローカーをしたって）懐に入るのは１千万はかたいでしょう。５０パーなどと�いうとてつもないコミッションを払ってもペイするくらいの価格が設定されていたわ�けで、みんな半信半疑だったが今スカムの構造を聞いてみると、大本の儲けがどれほ�どボロかったか想像して余りある。��　その一方で、サダム政権は食糧医療を供給をしてくる企業には請求書を割高に書か�せ、ここでもピンハネをした。つまり出口と入り口と双方で上前をはねたわけで、サ�ダム氏は敗戦したのに財産が殖えるというツジツマの合わない事態が出来してしまっ�たのであります。サダム氏のリベートは、監査院の計算では軽く１００億ドルを超え�るという。このスカム関連でアラブ系のビジネスマンがデトロイトで逮捕されたとい�うニュースがありましたが、こちらも傑作な話で、証言によるとリベートの一部がア�メリカへ流れ、民主党の反ブッシュ陣営への献金になったという落ちがあった。





� お金（貨幣）があっても、自動的に増えるわけではない。「たんす預金」していても増えない。銀行に預けても、最近の超低金利が示すように、他人・他企業から集められた貨幣を必要とする企業がいなければ、すなわち金を借りて投下するほど儲かる仕事がなければ、すなわち儲かる仕事にその貨幣を投資する人（企業＝人を雇い、物を生産したり流通させたりサービスを提供したりするために貨幣を投入する人・企業）がいなければ、「たんす預金」とほぼ同じような事態、つまりまったく増えないと同じことになる。　


貨幣を資本に転化するためには、その社会的な前提条件が必要である。その一番重要なものが労働力という商品の存在である。


「貨幣が資本に転化するためには、貨幣所持者は商品市場で自由な労働者に出合わなければならない。」


しかし、自分の労働力（自分の仕事をする能力）を売ろうとする人（売らなければならない人）が存在しなければ、「雇うこと」＝「労働力を購入すること」ができない。すなわち、


「自由というのは、二重の意味でそうなのであって、自由な人として自分の労働力を自分の商品として処分できるという意味と、他方では労働力のほかには商品として売るものをもっていなくて、自分の労働力の実現のために必要なすべての物から解き放たれており、すべてのものから自由であるという意味で、自由なのである」。『資本論』第1巻第4章　貨幣の資本への転化。





� 労働力商品も、時代とともにその社会の発展に応じて質的に向上し、進化したものとなる。


　肉体労働から精神労働へ


　　→科学技術文化の諸能力を身につけた労働力（労働能力の発展・発達）・・・そのための生活手段の総体を給料（賃金）でまかなう必要がある。労働力商品の価値＝その人の生活手段の総体・・・「生活手段の総額は、労働する個人をその正常な生活状態にある労働する個人として維持するのに足りるものでなければならない。食物や衣服や採暖や住居などのような自然的な欲望そのものは、一国の気象その他の自然的な特色によって違っている。他方、いわゆる必要欲望の範囲もその充足の仕方もそれ自身一つの歴史的な産物であり、したがって、だいたいにおいて一国の文化段階によって定まるものであり、ことにまた、主として、自由な労働者の階級がどのような条件のもとで、したがってどのような習慣や生活要求を持って形成されたか、によっても定まるものである。・・・労働力の生産に必要な生活手段の総額は、補充人員すなわち労働者の子供の生活手段を含んでいる・・・」同上、同章。





　　→働く人々それぞれの個人が、自分の能力（仕事をする能力）を、公正な市場原理で（すなわち公正なフェアな交換原理において）販売すること、これが求められる。


　能力の正当な評価が求められる。


　能力の正当な評価に基づく、妥当な価格が求められる。（成果主義賃金、年俸制など多様なタイプの評価システムが模索されている）


　


ＧＤＰで世界第二位、だが一人あたり名目では5位(35,610ドル)、さらに実質購買力では20位（25,550ドル）という現実（2001年）は、何を意味するか？（講義配布資料：� HYPERLINK "http://www.worldbank.org/data/wdi2003/tables/table1-1.pdf" ��世界銀行統計�、参照）


労働能力の質に見合った生活の豊かさという点ではどうなるか？





� アルフレッド・Ｄ／チャンドラーＪｒ．『経営者の時代―アメリカ産業における近代企業の成立―』上・下（鳥羽欽一郎･小林袈裟治訳）東洋経済新報社、1979（1999年,第10刷）。


　アメリカにおける近代企業形成の決定的原因・・・鉄道の建設、民間鉄道資本、その巨大な組織（正確な運行、さまざまの諸部門の有機的な連携・管理の必要性）





� 伊丹敬之『経営戦略の論理』第３版、日本経済新聞社、2003年には、最近数十年の日本における豊富な商品・市場・経営の開発事例が紹介されている。





� 伊丹敬之『人本主義企業』日経ビジネス人文庫、同『� HYPERLINK "http://book.keizaireport.com/asin/4532131901.html" �日本型コーポレートガバナンス―従業員主権企業の論理と改革�』出版社：日本経済新聞社 (2000/12)・・・従業員は本当に「主権者」になっているか？　いかなる意味の「主権者」か？　「株主主権」から自由になっている度合いは？





� 「付加価値」の定義を確認するために、有斐閣『経済学辞典（第5版）』から引用しておくと、


「企業が生産・サービス活動によって新たに生みだした価値。企業の生産額からその生産のためにほかの企業から購入して消費した財貨・サービスを控除した額が付加価値額となる。実際に付加価値を計算するにあたっては先に述べた控除法のほかに付加価値構成要素を加算していく加算法がある。」


（ここにも、労働価値説が明言されてはいないが、実際には、「活動によって」ということ、すなわち労働・仕事によって価値が生み出される、ということが示されている）





また、国民経済計算における意味合いとしては、次のように定義している。


「生産において新たに付け加えられた価値。国民経済計算の基礎概念。産出額から原材料使用額などの中間投入分を差し引いたもの。たとえば， x 円の小麦粉を使って y 円の価値をもつパンを製造したとすれば， y - x 円がこの生産過程の付加価値である。すべての付加価値を国全体で加えれば国内総生産になる。機械設備などの減価償却（資本減耗）分を差し引いた純付加価値を考えることもできる。」 





（ここでも、「生産において」という言葉のなかに、生産という人間の労働によって価値が付け加えられる、ということが言われている。労働価値説を否定する議論の横行の中で、実際には労働価値説が導入されている。）








� 企業が新しく生み出した価値のことを、アダム・スミス、リカードなど古典派経済学（労働価値説）を受け継いだマルクスはどう定義しているか？





マルクスの『資本論』では、伊丹の定義における「買い入れた資源の購入総額」（他の企業に支払った額）は、ｃ（不変資本部分）と定義している。


ｃの意味は、コンスタントconstantな部分という意味である。


生産の開始時点と製品として出来上がり販売される時点とで価値に変化がないもの＝不変のもの）と定義する。


マルクスの定式では、生産過程の初めにあるのは、ｃ+ｖ（不変資本＋可変資本）であり、生産過程の最後にあるのは、ｃ+ｖ+ｍ（不変資本＋可変資本+剰余価値）である。


　マルクスの定式では、最初の投入が買い入れ資源と労働者の雇用であり、ｃ+ｖ。


　生産過程で価値を加えて販売する段階で、c+v+m.


　どちらにも価値が不変のｃが存在する。だから、差し引きすると、


  (c+v+m)マイナス（c+v）＝m＝剰余価値　ということになる。





マルクスは、この剰余価値が、企業の「利潤」（株主に配当として分配される）、企業が金融機関に支払う「利子」、企業が借地など賃借料としてしはらうもの（「地代」など）、さらに公共的部分への「税金」が支払われる実体＝基盤であるとする。








付加価値（マルクスの表現を使えばｖ+ｍ）は、労働者・従業員が自らの労働力の価値ｖを再生産したｖ部分（①と②の一部分）と純然と新しく追加したｍ部分（②の一部と③および④、これらが剰余価値部分）を合計したものである。





労働者・従業員は、単純に価値を「付加」したのではなく、付け加えた価値の一部分は「給料・賃金に見合う部分」として再生産したものである。つまり、労働者・従業員は自ら働いて新しく生産したものを給料・賃金として受け取っているのである。





賃金労働者（サラリーマン、現代日本社会で就業者の圧倒的部分をなす人びと）は、自分の生活資金を得るために、仕事をする。その場合、労働を提供（一定時間、「労働力」・労働能力を売る）して、賃金（代価）をもらう。賃金を払う企業は、購入した労働力を一定時間使用する。現在の圧倒的企業では、通常の賃金は週40時間の労働時間に対応するものとなっている。（以前の配布資料：「日本の統計」労度時間統計を参照してください）


細かく言えば、ボーナス等の手当てには、市場の変動に対応した一定の労働力の価値の評価の変動に見合う追加支払いがある。








� ところが、伊丹（一般にいわゆる「近代経済学者」）に特徴的なことは、そのインプットである精神労働の「労働」の側面をきちんと表現はしないことである。


（付加価値の実体がモノやサービスに対象化された精神的肉体的労働であることを認めようとしないからである）。


（ただし、実質上は、伊丹の文章が示しているように、「意思決定」などという精神労働を意味する言葉で、新しく付け加えた価値の実体、付加価値の実体を認めている。）





これに対して、アダム・スミス、リカード以来の労働価値説は、諸商品において価格（貨幣額）で表されるのは、諸商品に共通する実体であり、商品交換の社会で全商品に共通しているのは労働だという。価格（一定の貨幣額）があらわしているのは全商品に共通する労働であり、その労働の一定量だ、という。ただし、全商品に共通するという以上、それは質的に同じもので量的にだけ違っているもの、すなわち抽象的人間労働の一定時間の量である（＝労働価値説）。


　あるものの量が多いか少ないかを決めることができるためには、「あるもの」が同じものでなければ意味を成さない。


　りんご５個と牛３頭、どちらが多いかなど数量計算が意味を成さないことは、小学生でもわかるであろう。


　りんご５個とりんご３個、どちらが多いか、というのは、「りんご」という共通物があってはじめて意味を成すのである。


　あるもの（りんご）一個が１００円であり、別のもの（牛肉１キロ）が１０００円であるというとき、どちらの商品も共通の円という貨幣表現（価格表現）がなされている。


　それではりんごと牛肉に共通のもの、量だけが違う共通のものとは何か？


　労働価値説は、それこそが抽象的人間労働であるという。





� 「意思決定」は、精神力・精神的能力の発揮によるものである。人間の精神的労働である。「戦略を決める」ことも、人間の精神的能力の発揮（精神的労働）による。





� この定義は、「企業と企業の関係」、「企業間をつなぐものはなにか」という観点での定義である。したがって普通の市場の概念とは違う。


すなわち、消費者である市民（従業員その他）が、欠如。





この市場概念の狭さには注意が必要。企業システムが、「市場」を考えるとき、企業間だけの取引、企業同士の付き合いだけを考えていては、もちろん駄目である。





参照・・・最近の橘木俊詔『� HYPERLINK "http://book.asahi.com/category/s_book.html?code=4004308739&flg=0 " �家計からみる日本経済�』（岩波新書、2004年1月刊）





橘木が指摘するように、市場、すなわち「需要への貢献とみれば、家計消費は他の項目（政府消費や国内資本形成）より圧倒的に大きい比率である」（同、21ページ）。





具体的数値を見れば、


国内総支出（民間最終消費支出+政府最終消費支出+国内総固定資本形成+在庫品増加+財貨・サービスの輸出－財貨・サービスの輸入）のなかで、


民間最終消費支出（データは2001年）は、日本で56.4％、カナダ56.3％、フランス55.1％、ドイツ59.5％、イタリア60.2％、スウェーデン48.8％、イギリス66.3％、アメリカ69.7％である。これら先進諸国で一番低いスウェーデンでも約50％に達している。





国内総支出のなかで民間最終消費割合が多いアメリカに至っては70％近い(p.21 表1－1国民経済計算の国際比較　①国内総支出の構成比、参照)。





まさに、国内総支出、国内市場の中で、家計部門がいかに大きいかがわかるであろう。市場概念において、家計市場のウエイトを度外視する議論は、最も重要な市場を忘れているということになろう。最終消費者である市民（企業の経営者も労働者も市民の一人である）の総体を常に念頭におく必要があろう。





　なお、この統計の出所は、国民経済計算（93SNA）：� HYPERLINK "http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h16-nenpou/16annual-report-j.html" ��最新版は、平成14年度�。とくに、その「� HYPERLINK "http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h16-nenpou/90a1_jp.xls" ��国民総生産と総支出勘定�」および「� HYPERLINK "http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h16-nenpou/90a2_jp.xls" ��国民可処分所得と使用勘定�」など参照。











�　藤本 隆宏『� HYPERLINK "http://book.keizaireport.com/asin/4121017005.html" �能力構築競争－日本の自動車産業はなぜ強いのか�』中央公論新社 新書 (2003/06/24)


� � HYPERLINK "http://book.keizaireport.com/index.php/biz_book/keyword=玄田 有史/in_out=out/" �玄田 有史�  『� HYPERLINK "http://book.keizaireport.com/asin/4120032175.html" �仕事のなかの曖昧な不安―揺れる若年の現在�』中央公論新社 単行本


� 『先行する諸形態』p.5.


� 同、p.7.


� 同、p.8.


� 同、p.9f.
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